様式第１６（第４０条関係）（第一面から第三面まで）

	認定申請書

申請年月日　2024年03月14日
　
　　経済産業大臣　殿
（ふりがな）いわさきつうしんきかぶしきがいしゃ
一般事業主の氏名又は名称   岩崎通信機株式会社
（ふりがな）   きむら　しょうご       
（法人の場合）代表者の氏名  　木村　彰吾  印   
住所　〒168-8501
東京都杉並区久我山1丁目7番41号
法人番号　9011301000786　　　　    
　情報処理の促進に関する法律第３１条の認定を受けたいので、下記のとおり申請します。

	記
情報処理システムの運用及び管理に関する指針に関する取組の実施状況

　(1) 企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	IWATSU　中期経営計画　―2022-2025年度―

	公表日
	2022年5月13日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	IWATSU　中期経営計画　―2022-2025年度―
https://www.iwatsu.co.jp/wp-content/uploads/2022/12/chukei20220513.pdf
P2,9,14,15,16など

	記載内容抜粋
	＜IWATSU　中期経営計画　―2022-2025年度―＞
中期経営計画2022-2025年度の通り、当社は80年を越える歴史を刻んできましたが、これから先も社会に貢献する企業であり続けるためには、これまでの既成概念や事業運営に捉われない、新しい発想力と実行力が必要です。第１層では徹底した固定費削減、第２層では事業の選択と集中及びアライアンスによる成長戦略促進、第３層ではM&Aによる成長戦略促進を中期経営計画の基本構造としました。第１層では工場DX等による生産の効率化等、第2層では電子計測・情報通信事業及びIoTビジネスにおけるトップライン引き上げを進めて参ります。

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	取締役会での承認を受けております。



(2) 企業経営及び情報処理技術の活用の具体的な方策（戦略）の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	1 IWATSU　サステナビリティレポート2023年度
2 DXへの取り組み

	公表日
	1 2023年9月29日
2 2023年10月19日（2024年3月14日更新）

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	1 IWATSU　サステナビリティレポート2023年度
https://www.iwatsu.co.jp/wp-content/uploads/2023/09/sustainability_report2023.pdf
・工場DXへのアプローチ ～「無線化」と「ヒトとロボットの協働」～（P19）
2 DXへの取り組み
https://www.iwatsu.co.jp/dx/

	記載内容抜粋
	1 ＜IWATSU　サステナビリティレポート2023年度＞
・工場DXへのアプローチ ～「無線化」と「ヒトとロボットの協働」～（P.19）
少子高齢化による労働人口の減少や省力化・省人化など工場が抱える課題を解決するため、保有技術である通信技術を活用し、「インフラの無線化」や「ヒトとロボットとの協働」を図った工場DXソリューションを推進しています。
【p.19図】
「ロボットの遠隔操作・制御」
リアルタイム映像による現場確認・遠隔制御、遠隔ティーチングで配置要員を削減することで、省人化・単純ミス削減・品質向上を図り、高齢化・少子化の備えとする
「複数台AGVのリアルタイム制御」
AGVを遅延なく安定的に制御し、多品種変量生産ラインへの部品供給を自動化・自律化することで、生産ラインへの部材供給の効率化、自動化、監視精度向上と対応の柔軟化を促す。
2 ＜DXへの取り組み＞
経営企画部が推進部門となり各部門との連携・調整・支援を行い、定期的に常勤取締役及び執行役員が参加する経営会議で全体の進捗を共有しています。
岩通グループでは、中期経営計画REBORNにおいてDX推進を掲げ、「顧客DX」ではユーザーへの価値提供、「工場DX」ではロボットとの協働による多様な働き方・コスト削減、「社内DX」ではERP等の導入による業務の見直しで間接業務の効率化を図りつつ、当社の特長や強みを最大限に活かした戦略を展開しています。
これらの取り組みにおいては、経営層がリーダーシップを発揮し、岩通グループ全体の統一的なビジョンのもとで、DX推進の方針を明確に示し、実現に向けた計画を進めています。経営層の積極的なサポートと指導により、当社は迅速かつ効果的にDXの成果を実現し、市場競争力を一層強化しています。


	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	取締役会での承認を受けております。




1  戦略を効果的に進めるための体制の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	DXへの取り組み　＞　DX推進体制
https://www.iwatsu.co.jp/dx/

	記載内容抜粋
	DXへの取り組み　＞　DX推進体制
岩崎通信機では、中期経営計画REBORNにおいてDX推進を掲げ、「顧客DX」ではユーザーへの価値提供、「工場DX」ではロボットとの協働による多様な働き方・コスト削減、「社内DX」ではERP等の導入による業務の見直しで間接業務の効率化を図っていきます。
また、専門知識を持つDX人財を育成するため、社員の成長ステージに応じた階層別教育とともに、専門的な教育など個々のキャリア・スキル開発を行っています。また、外部の専門家との連携も行い、組織全体のデジタルリテラシーを向上させています。
このように各部署で推進されているDX推進施策の実現をより加速するため、経営企画部が取りまとめを行う部門として公式に位置づけ、2023年10月19日に当社ウェブサイト「DXへの取り組み」として公開いたしました。具体的には、DX推進を横断的に管理監督する機関として経営企画部を位置づけ、顧客DXの推進として各事業の営業部門、工場DXにおいては生産部門及び開発部門を位置づけ、代表取締役社長が出席する経営会議において、月に１度推進状況の進捗モニタリングと改善方向性の検討を行っています。
人材育成については、参考資料「IWATSUのDXジャーニー」で提示する人材要件の確保・育成に向けて、明確な人員数の設定を検討している段階です。



2  最新の情報処理技術を活用するための環境整備の具体的方策の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	IWATSU　サステナビリティレポート2023年度
https://www.iwatsu.co.jp/wp-content/uploads/2023/09/sustainability_report2023.pdf
・技術革新による魅力ある新製品及びサービス開発
（P19）

	記載内容抜粋
	IWATSU　サステナビリティレポート2023年度
・工場DXへのアプローチ ～「無線化」と「ヒトとロボットの協働」～
「工場内ネットワークの無線化」
ネットワーク敷設時の構築コスト削減と生産ラインの柔軟なレイアウト変更が可能となり、またデータ制御の高速化への対応やERP/MESとの高度な連携による生産実行計画の安定実現を図る。



(3) 戦略の達成状況に係る指標の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	DXへの取り組み　＞　DXトップメッセージ・指標

	公表日
	2023年10月19日（2024年3月14日更新）

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	https://www.iwatsu.co.jp/dx/

	記載内容抜粋
	DXへの取り組み　＞　DXトップメッセージ
それぞれの取り組みに対して中期目標及び単年度目標を設定しており、目標達成の進捗状況を経営会議において共有・評価することで、お客様の価値を向上させるとともに、当社の価値を高めるためのDXの取り組みを効果的に推進してまいります。
DXへの取り組み　＞　指標
中期経営計画にて設定している５つの数値計画・KGI達成に向けてDX戦略でのKPIを設定し、DX推進体制を敷きPDCAサイクルを回しながら取り組んでおります。
・顧客DXのKPI：各DX商材の売上高
・工場DXのKPI：各施策実施によって生じた効率化によるコストダウン額
・社内DXのKPI：各施策実施によって生じた関連間接業務量（作業時間）の削減率
設定している具体的な目標数値等は公表しておりません。



(4) 実務執行総括責任者による効果的な戦略の推進等を図るために必要な情報発信
	発信日
	1 2024年2月26日
2 2020年9月～2023年5月

	発信方法
	1 DXへの取り組み　＞　DXトップメッセージ
https://www.iwatsu.co.jp/dx/ 
2 プレスリリース例
(1)https://www.iwatsu.co.jp/company/newsrelease/news230523/
(2)https://www.iwatsu.co.jp/company/newsrelease/news230417/
(3)https://www.iwatsu.co.jp/company/newsrelease/220627/
(4)https://www.iwatsu.co.jp/company/newsrelease/210908/
(5)https://www.iwatsu.co.jp/company/newsrelease/200929/

	発信内容
	1 DXへの取り組み　＞　DXトップメッセージ
当社は、DX推進を強力な戦略と位置付け、さらなる成長と発展を目指してまいります。
中期経営計画REBORNの方針に基づき、我々は「顧客DX」「工場DX」「社内DX」を三つの柱とし、それぞれの領域において革新的な取り組みを行っています。これにより、より効率的な業務遂行や顧客満足度の向上、そして競争力の強化を目指しています。
具体的な取り組みとしては以下の通りです。
顧客DX（Customer Experience）: ユーザーへの価値提供を重視し、デジタル化によるサービスの拡充やカスタマーサポートの向上を行っていきます。これにより、顧客との関係性を深め、より良い体験を提供していきます。また、データの活用は企業の成長と成功に直結し、経営戦略を推進する重要な手段であり確実に推進していきます。
工場DX（Production Experience）: ロボットとの協働やAI技術の導入により、生産性の向上とコスト削減を実現していきます。さらに、柔軟な働き方の実現を目指し、従業員のワークライフバランスの向上も図っていきます。
社内DX（Internal Operations）: ERPやBIツールなどを導入し、業務プロセスの効率化を図っていきます。これにより、従業員の生産性を向上させ、組織全体の効率化を図っています。
また、私たちはDX人財の育成にも注力していきます。従業員一人ひとりが最新の技術や知識を習得し、組織全体がデジタルリテラシーを高めるために、階層別教育や専門的なスキル開発プログラムを展開していきます。
なお、それぞれの取り組みに対して中期目標及び単年度目標を設定しており、目標達成の進捗状況を経営会議において共有・評価することで、お客様の価値を向上させるとともに、当社の価値を高めるためのDXの取り組みを効果的に推進してまいります。
2 プレスリリース例
(URL:1)エレコム社とオフィスのDX化推進ビジネスを協業強化
(URL:2)岩崎通信機、クラウドコミュニケーションプラットフォーム『Blue Commpaas』をリリース
(URL:3)ビジネスホンと受付システム（NSD社製）の連携でオフィスのDX化を推進受付システム「Frespec-Link powered by AIkotoba」を発売
(URL:4)ハイブリッド型クラウドＰＢＸ「Frespec-Link powered by INNOVERA」の提供を開始
(URL:5)株式会社JVCケンウッドとの協業によりエッジAIカメラとメーター自動読取ソフトウェアの連携ソリューション展開を開始
今後についても、状況に応じて「DXの取り組みについて」を更新し、プレスリリースを活用した情報発信を継続してまいります。



　(5) 実務執行総括責任者が主導的な役割を果たすことによる、事業者が利用する情報処理システムにおける課題の把握
	実施時期
	2023年5月頃　～2023年9月頃


	実施内容
	DX推進指標自己診断フォーマットを添付いたします。
当社独自に整理しました資料を参考として添付いたします。（添付資料 IWATSUのDXジャーニー）



　(6) サイバーセキュリティに関する対策の的確な策定及び実施
	実施時期
	2011年2月頃　～2024年現在


	実施内容
	1 情報セキュリティの対策
当社はプライバシーマークを取得しております。また、情報システム部及びクラウドソリューション営業部は、ISMS認証の取得しております。監査の実施については内部監査機関であるコンプライアンス推進室を中心に定期的に実施しております。
・2011年2月ISMS認証を取得、以降更新審査を受審し認証を継続。※現認証の有効期限は2026年2月2日まで
　セキュリティ方針
ウェブサイト内「情報セキュリティ基本方針」を掲載しております。
https://www.iwatsu.co.jp/isms/
2 情報セキュリティの推進体制
情報セキュリティ連絡会（CSIRT： Computer Security Incident Response Team）を設置しています。全社的な情報セキュリティ管理強化を目的に、外部機関によるセキュリティ情報の分析・社内注意喚起・セキュリティインシデント共有を毎月行っています。
https://www.iwatsu.co.jp/sus/governance/
3 情報セキュリティの是正措置
2023年3月に発生した当社利用のインターネットサービス（FENICS）への不正アクセスについてウェブサイトで公表し対象者にはメールでご案内しました。また同時に個人情報保護委員会にも報告しております。
https://www.iwatsu.co.jp/company/newsrelease/230317/



（注）(1)～(3)の取組において公表先のURLを提出しない場合は次の①の書類を、(4)の取組において情報発信内容を確認できるウェブサイトのURLを提出しない場合は、次の②の書類を添付すること。また、必要に応じて③、④の書類を添付できる。
①　(1)～(3)の取組における、公表を行っていることを明らかにする書類（公表先のウェブサイトの画面を印刷した書類等）
②　(4)の取組における、情報発信を行っていることを明らかにする書類（情報発信内容を確認できるウェブサイトの画面を印刷した書類等）
③　(1)の取組における企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性、(2) の取組における戦略を補足説明するための書類（最新の情報処理技術の変化による影響を踏まえた観点から決定していることを説明する書類等）
④　(5)～(6)の取組における、実施内容を補足説明するための書類



備考．用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。


様式第１６（第４０条関係）（第四面）

（記載要領）
１．「申請年月日」欄は、経済産業大臣に認定申請書を提出する年月日を記載すること。
２．「一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所」欄は、氏名については、記名押印又は自筆による署名のいずれかにより記載すること。一般事業主が法人の場合にあっては、住所については主たる事務所の所在地を記載すること。
３．一般事業主が法人の場合であって法人番号が記入されている場合は、一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所の記載を省略することができる。
４．申請内容は正しく記載すること。認定後、虚偽または不正の申請を行ったことが判明した場合には、認定の取消し等所要の措置を講ずることがある。

